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    自己肯定感というのは、自分に対して肯定的で好ましいと思えるような自信ある  
   態度や意識のことで、その感覚が低いと引っ込み事案になって、人生に前向きに取  
   り組めなくなる。 
 （２）基本的信頼感の低下 
    基本的信頼感というのは、人を信頼する力のことだがこの感覚が低いと、人間関  
   係を築くのが苦手となる。 
 （３）上記２つのことから社会不適応の問題が生じる 
    学業成績の不振や友人関係の問題にはじまって、不登校、無気力、引きこもり、  
   学校中退、職場不適応、転職の繰り返し、無職、抑うつ症状、ドラック、アルコー 
   ル依存症などが生じてくる。また世代間連鎖として親と同じように離婚してしまう 
   傾向が高くなるなどが指摘されている。 



































 三 国等の責務（第３条） 
 １国は、基本理念にのっとり、子と父母との継続的な関係の維持等の促進に関する施策 
  を策定し、及び実施する責務を有する。 
 ２地方公共団体は、基本理念にのっとり、子と父母との継続的な関係の維持等の促進に 
  関しその地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
 








 六 離婚時の取り決め（第６条） 
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 ２国は、父母が早期かつ円滑に１の取り決めを行うことができるよう必要な支援を行う 
  とともに、離婚しようとする父母に対し、次の事項に関する情報提供を行う。 
（１）離婚後も子が父母と継続的な関係を持つことの重要性 
（２）離婚した父母が子のために果たすべき役割 
 ３地方公共団体は、２の支援・情報提供を行うよう努めなければならない。  
 
 七 面会交流の定期的実施等（第７条） 
 １子を監護する父又は母は、基本理念にのっとり、子を監護していない父又は母と子と  
の面会交流が子の最善の利益を考慮して定期的に行われ、親子としての緊密な関係が  
維持されることとなるようにするものとする。 
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 十二 国の地方公共団体に対する援助（第１２条） 
 国は、地方公共団体が行う施策に関し、必要な助言、指導等の援助をすることができる。 
 
十三 施行期日（附則第 1 条） 
 この法律は、交付の日から施行する。ただし、六から九まで及び十四の 2 は、交付の日
から起算して 1 年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 




  （２）離婚等に伴う子の居所の指定の在り方 
（３）子と祖父母等との面会交流の在り方 









































































 離婚後において親が子どもの成長のためにどうかかわるか。2001 年（平成 23 年法律第
61 号）に民法 766 条が改正され、平成 24 年 4 月 1 日から施行されている。改正後の民法
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